
●�本商品は、60歳以上の労働者を雇用する（または業務委託等で就労させる）会社等が知っておくべき法制度について、わかりやすく
コンパクトに解説したシートです。具体的には、①65歳までの高年齢者雇用確保措置の３つの選択肢、②70歳までの高年齢者就業確
保措置の５つの選択肢、③定年後再雇用時の同一労働同一賃金の考え方、④在職老齢年金、年金受給繰り上げ・繰り下げ、在職定時決
定、⑤雇用保険の高年齢者雇用継続給付、⑥高年齢労働者の離職時の対応、⑦高年齢者の安全衛生対策――などについて、法制度の概
要から必要な手続等の実務まで、ポイントを整理しています。
●�令和５年度版では、令和４年４月、10月の改正を踏まえ年金制度の記述を大幅にリニューアルしました。
●�企業の人事・総務担当者が高年齢者雇用に関する社内制度を構築・改正し、制度を運用されるとき、あるいは社会保険労務士の方が顧
客に説明するときなどの資料としてお使いいただけます。また、従業員の方が高齢期の働き方や年金受給のあり方などを検討する際に
も、有用な資料です。

●�障害年金（障害基礎年金・障害厚生年金）では、支給対象となる障害の程度は、「障害認定基準」に基づいて審査が行われますが、そ
の際、障害の部位によって定められた８種類の「診断書」をはじめ必要な書類を提出する必要があります。
●�今回の改訂版では、最新の「障害認定基準」およびそれに基づく診断書などを取り込んで、全部で16の診断書記載事例を交えなが
ら、障害年金の概要および診断書の記載上の留意点などを詳しく解説しています。

■65歳までの高年齢者雇用確保措置（義務）の選択肢
■70歳までの高年齢者就業確保措置（努力義務）の選択肢
■定年廃止、定年延長の実務
■継続雇用制度導入の実務
■70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度導入の実務
■70歳まで継続的に社会貢献事業に従事できる制度導入の実務
■�定年後再雇用（有期雇用）の60～64歳時の賃金・年金等の留
意事項

■�定年後再雇用（有期雇用）の65～70歳時の賃金・年金等の留
意事項

■�創業支援等措置（非雇用）で就労する時の収入・年金等の留
意事項

■高年齢者等が離職する場合に必要な手続
■高年齢者の安全衛生対策
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●診断書を作成される医師の皆様へ
１　�障害基礎年金・障害厚生年金の概要
２　�障害基礎年金・障害厚生年金と診断書
３　障害の認定要領と診断書
４　診断書記載事例
５　参考資料

付１　障害年金の請求
　１　障害年金の受給要件
　２　事後重症の障害年金
　３　�はじめて２級以上による障害年金
　４　障害手当金の受給要件
　５　障害年金の請求手続き

付２　障害年金受給中の手続き
　１　障害年金受給者の届出
　２　障害年金額の改定請求書
　３　�障害年金受給権者支給停止事由の消滅届
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高年齢者雇用・年金マニュアルシート（令和５年度版）�

A4判観音折り・８頁／定価：本体�450円＋税10％（税込495円）�（監修）ドリームサポート社会保険労務士法人

令和５年９月末発刊予定

診断書を作成される医師のための

障害年金と診断書―障害基礎年金･障害厚生年金―（令和５年７月版）�令和５年７月発刊

B5判・232頁／定価：本体�2,200円＋税10％（税込2,420円）

＜年友企画刊＞

9月改訂

7月改訂
商品No.170824

商品No.460451

※表紙は旧版です

診断書を作成される医師のための

障害年金と診断書
障害基礎年金・障害厚生年金
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年友企画株式会社
〒101-0047 東京都千代田区内神田２-15-９ The Kanda 282　Tel.03-3256-1711　＜不許複製＞

令和5年７月発行

定価 2,420 円（本体 2,200 円＋税10％）

●�本書は、令和2年法律による年金制度改正が実施されるなか、老齢年金の繰下げ受給をはじめ、共済組合の支給する年金（長期給付）
の様々な疑問に対して詳しくお答えしています。また、既裁定者と新規裁定者の二つの年金額が生じることになった令和5年度の年金
額の求め方についてもわかりやすく解説しています。
●�令和5年度から地方公務員の定年引上げが開始され、社会保険の適用や在職老齢年金の受給、受給年齢の選択など、今後も相談件数が
増えることが見込まれます。市長、市議会議員、県議会議員、そして社会保険労務士としての豊富な経歴を持つ著者が、自らの経験か
ら様々な事例や図表を用いて丁寧に説明しています。
●�読めば必ず答えが見つかる年金実務図書です。

Ⅰ　令和5年度の年金額
Ⅱ　地方公務員と厚生年金の適用
Ⅲ　老齢給付
＜例＞
●�在職定時改定と繰下げ受給～在職定時改定された年金額
は、繰り下げて増額になるのか？～
●�５年前みなし請求で、65歳から６か月分だけの繰下げ増額

はあるのか？
●�繰下げ待機中に夫が死亡したら･･･ ？�～65歳時にさかのぼ
るか、それとも繰下げを選択するか？～

Ⅳ　障害給付
Ⅴ　遺族給付
Ⅵ　退職等年金給付
Ⅶ　年金生活者支援給付金

掲
載
内
容

共済組合の長期給付のしくみ
～老齢年金の繰下げ受給から新年金額の求め方まで～

Ｂ5判・192頁予定／定価：本体�2,600円＋税10％（税込2,860円）� 長沼　明　著

令和５年９月末発刊予定
＜年友企画刊＞

NEW
商品No.310801

社会保険・年金関連図書社会保険・年金関連図書ののご案内ご案内社会保険・年金関連図書のご案内
令和５年９月

※この商品は発刊中止となりました



商品No.220453

制度のしくみ
　法令により求められる制度の概要
　改正育児・介護休業法のポイント
Ⅰ　産前産後休業
　⑴産前産後休業Ｑ＆Ａ
　⑵産前産後休業と社会保険料Ｑ＆Ａ
Ⅱ　育児休業
　⑴育児休業Ｑ＆Ａ
　　１�．育児休業の対象となる労働者
　　２．育児休業の申出
　　３．事業主の義務

　　４．育児休業の期間
　　５．子の看護休暇制度
　　６．労働の制限
　　７．事業主が講ずべき措置
　⑵�育児と労働保険・社会保険の届出Ｑ＆Ａ
　　１．育児休業給付金の手続
　　２�．育児休業と社会保険料
　　３�．出産したときの健康保険の給付
Ⅲ　介護休業
　⑴介護休業Ｑ＆Ａ
　　１�．介護休業の対象となる労働者

　　２．介護休業の申出
　　３．事業主の義務
　　４．介護休業の期間
　　５．介護休暇制度
　　６．労働の制限
　　７．事業者が講ずべき措置
　⑵介護休業給付の届出Ｑ＆Ａ
　　１．介護休業給付金の概要
　　２．介護休業給付金の申請
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手続きがよくわかる

産休／育児・介護休業Q&A（令和５年４月版）�

A4判・152頁／定価：本体�1,600円＋税10％（税込1,760円）
好評発売中

9784789424035

1923032016001

ISBN978-4-7894-2403-5 C3032 ¥1600E

定価  1,760円（本体1,600円＋税10％）

令和５年４月版

産休／育児・介護休業
手続きがよくわかる

社会保険研究所

Q&A

産休／育児・介護休業の概要と改正• 制度のしくみ

育児休業Ｑ＆Ａ
育児と労働保険・社会保険の届出Ｑ＆Ａ• 育 児 休 業

介護休業Ｑ＆Ａ
介護休業給付の届出Ｑ＆Ａ• 介 護 休 業

産前産後休業Ｑ＆Ａ
産前産後休業と社会保険料Ｑ＆Ａ• 産 前 産 後

届出
記載例
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社会保険研究所　東京都千代田区内神田2-15-9 The Kanda 282　〒101-8522　電話 03（3252）7901（代）
令和５年５月初刷発行

（不許複製）

手
続
き
が
よ
く
わ
か
る 

産
休
／
育
児
・
介
護
休
業 

Q
&
A

令
和
５
年
４
月
版　

直近の改正に対応
・産後パパ育休の導入
・有期雇用者の休業取
　得要件緩和
・休業取得状況の公表
　義務化

育児介護休業法Ｑ＆Ａ_表紙.indd   カスタム 横育児介護休業法Ｑ＆Ａ_表紙.indd   カスタム 横 2023/02/02   14:222023/02/02   14:22

●�令和４年４月以降に実施された新たな育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）
の内容を、Ｑ＆Ａ形式で、必要な届出書類を含めてわかりやすく解説しています。
●�あわせて、労働保険や社会保険（健康保険、厚生年金保険）等の関連施策から、育児や子の看護、家族への介護が必要な労働者や対象
者への支援措置について情報提供しています。
●�「令和５年４月版」からは産前産後休業についての情報がさらに充実。働く方が利用できる出産前後の制度をまとめて把握できるよう
になりました。
●�仕事と育児・介護の両立支援制度の全体像を解説した、総務・人事・社会保険担当者に必携の一冊となっています。

商品No.460600

❶�月60時間を超える時間外労働の割増率
引き上げ
❷�代替休暇制度の導入

❸�賃金デジタル払いの解禁�
❹�男性の育児休業等取得率の公表義務
❺�障害者雇用率の引き上げ

❻�健康保険・出産育児一時金の引き上げ
❼�短時間労働者への社会保険の適用拡大
� ほか

掲
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令和５年以降に変わる15のポイント

労働・社会保険法令の改正対応リスト（令和５年度版）�

A4判・16頁／定価：本体�400円＋税10％（税込440円）（監修）ドリームサポート社会保険労務士法人
好評発売中

月60時間を超える時間外労働の割増率引き上げ

代替休暇制度の導入

賃金デジタル払いの解禁

男性の育児休業等取得率の公表義務

労働保険料の不服申し立ての拡充

健康保険・出産育児一時金の引き上げ

化学物質規制の強化（衛生委員会付議事項追加、
化学物質管理者の選任義務化など）

障害者雇用率の引き上げ

時間外労働の上限規制（適用猶予の終了）

改善基準告示の改正

無期転換ルールの見直し

契約時の労働条件の明示事項の追加・見直し

裁量労働制の見直し

短時間労働者への社会保険の適用拡大

雇用保険・高年齢雇用継続給付の段階的縮小

❶
❷
❸
❹
❺
❻
❼
　
❽
❾







令和５年４月

令和５年４月

令和５年４月

令和５年４月

現時点で未定

令和５年４月

令和５年４月
令和６年４月

令和６年４月

令和６年４月

令和６年４月

現時点で未定

現時点で未定

現時点で未定

令和６年10月

令和７年４月

中小企業も対象追加

中小企業も対象追加

企業規模問わず

従業員1,001人以上

従業員100人以上等

企業規模問わず

企業規模問わず

従業員40人以上

企業規模問わず

企業規模問わず

企業規模問わず

企業規模問わず

企業規模問わず

従業員51人以上

企業規模問わず

全業種

全業種

全業種

全業種

全業種

全業種

化学物質を製造・
取り扱う事業場

全業種

医師など４業種

自動車運転業等

全業種

全業種

対象業務のみ

全業種

全業種

２頁

３頁

４頁

５頁

６頁

７頁

８頁

９頁

10頁

11頁

12頁

13頁

14頁

15頁

16頁

必須

任意

任意

必須

任意

－

必須

必須

必須

必須

必須

必須

任意

必須

必須

改正内容 施行時期 規模 業種 対応 頁数

令和５年度版

労働・社会保険法令の
改正対応リスト

─令和５年以降に変わる15のポイント─

〈監修〉ドリームサポート社会保険労務士法人

社会保険研究所

●�本書は、令和５年以降に改正が予定されている労働法令及び労働保険・社会保険関係法令のポイント、実務上の留意点などを横断的に
整理しております。
●�具体的には、令和５年４月から施行される月60時間を超える時間外労働に対する割増賃金率（50％）の全面適用や、賃金デジタル払
いの解禁、男性の育児休業取得率の公表義務、健康保険の出産育児一時金の引き上げ、さらに令和６年以降の改正事項など、多岐にわ
たります。従業員の労務管理等に携わる企業の総務・人事担当者や社会保険労務士の皆様に役立つ一冊です。

商品No.480713

（育児休業マニュアルシート）
■育児休業等の概要（産後パパ
育休・育児休業の分割など）
■育児休業に関する手続等
■社会保険料免除・社会保険料
と年金額の特例に関する手続

■意向確認や職場環境整備
■雇用保険・育児休業給付手続
■育児休業以外の制度（子の看
護休暇の１時間単位取得など）

（介護休業マニュアルシート）
■介護休業等の概要
■介護休業に関する手続等
■雇用保険・介護休業給付手続
■介護休業以外の制度（介護休
暇の１時間単位取得など）
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育児休業・介護休業マニュアルシート（令和５年度版）�

A4判観音折り・8頁／定価：本体�450円＋税10％（税込495円）�
（監修）ドリームサポート社会保険労務士法人

好評発売中

●�令和４年４月及び10月から段階的に施行された新たな育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又
は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律）の内容のほか、雇用保険の育児休業給付等や育休中の社
会保険料免除の取り扱いなどをコンパクトに掲載しています。令和４年度版（令和４年３月発刊）では
盛り込めなかった実務上の改正内容を加えた完全版です。

商品No.310814

●�「年金生活者支援給付金」は、公的年金の支給額と所得額との合計額が一定以下である老齢基礎年金の受給者あるいは所得額が一定基
準以下の障害基礎年金または遺族基礎年金の受給者の生活を支援することを目的に、給付金を支給するものです。
●�本書では、「年金生活者支援給付金の支給に関する法律」を中心に、政令、省令そして通知を参考にして年金生活者支援給付金につい
て詳しく解説しています。
●�附録の「関係法令条文集」では、法律の各条文ごとに関連する政令・省令を配列し、さらに「参考条文」として国民年金関係の法令を
はじめとするその他の法令の該当条文についても収載しています。実務担当者にとって格好の手引書となります。

第１章　老齢年金生活者支援給付金
第２章　�補足的老齢年金生活者支援給付金
第３章　障害年金生活者支援給付金
第４章　遺族年金生活者支援給付金
第５章　�旧国民年金法による老齢年金受給者等

に対する経過措置

第６章　�旧国共済法による退職年金受給者等に
対する経過措置

第７章　�不服申立て、費用負担、その他雑則的
事項

第８章　市（区）町村長が行う事務等
第９章　日本年金機構が行う事務等

第10章　受給者が行う届出等
第11章　制度実施後の事務処理関係
第12章　事務処理における留意事項
【附録】関係法令条文集
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年金生活者支援給付金の解説（令和５年８月版）� 令和５年８月発刊

B5判・224頁／定価：本体�2,400円＋税10％（税込2,640円）

＜年友企画刊＞
8月改訂

令和5年8月版
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年金生活者
支援給付金の解説

ISBN978-4-8230-1197-9

C2036 ¥2400E

定価 2,640円（本体2,400円＋税10％）

9784823011979

1922036024005



商品No.200035

Ⅰ　健康保険・厚生年金保険のしくみ
　　社会保険の種類
Ⅱ　健康保険の給付
　□給付の種類
　■特定健康診査・特定保健指導の実施
Ⅲ　年金給付
児童手当／労働保険／年金委員・健康保険委員
　１．児童手当の要点

　２．労働保険の要点
　３．年金委員・健康保険委員
　■日本年金機構・年金事務所・事務センター一覧
　■全国健康保険協会本部・支部一覧
　■街角の年金相談センター一覧
　■年金に関する電話での問い合わせ
　■地方厚生（支）局一覧

▪◇掲 

載 

内 

容

社会保険のてびき（令和５年度版）�

A5判・552頁／定価：本体�2,500円＋税10％（税込2,750円）

好評発売中

●�健康保険・厚生年金保険を中心に社会保険のしくみと給付を詳しく、わかりやすく解説した入門書です。
●�国民健康保険・退職者医療制度・後期高齢者医療制度・介護保険・労働保険の概説など日常業務に必要なすべての事項を網羅。
●�健康保険の給付と年金給付（老齢給付・障害給付・遺族給付）をていねいに解説しています。

商品No.220232

社会保険トピックス�
Ⅰ標準報酬月額の決定と改定
　１　標準報酬月額の決め方
　２　定時決定と算定基礎届
　３　随時改定と月額変更届
Ⅱ保険料と被保険者期間
　１　保険料の計算と納め方
　２　標準賞与額と賞与支払届

　３　資格取得届と被保険者証
　４　被扶養者の健保と年金
　５　資格喪失届と継続加入
　６　電子申請と電子媒体申請
健康保険の給付
年金給付
　年度更新を行うとき

掲 

載 

内 

容

社会保険の事務手続 総合版（令和５年度版）�

A4判・136頁／定価：本体�1,400円＋税10％（税込1,540円）

好評発売中

●�健康保険・厚生年金保険の被保険者の資格取得の決定、標準報酬月額の決め方、定時決定と算定基礎届、随時改定と月額変更届、保険
料の納め方など平易に解説した事務テキストです。
●�労働保険の解説と主な届出様式の記載例も収載しています。

商品No.300433

第１章　年金制度のしくみ
第２章　国民年金と厚生年金保険の給付
第３章　旧法による老齢給付
第４章　年金の請求、支払、支給停止等
第５章　年金請求の手続
第６章　年金受給者の手続
第７章　旧公共企業体の三共済組合に係る経過

措置
第８章　旧農林漁業団体職員共済組合に係る経
過措置
第９章　社会保障協定による特例措置
第10章　一元化前の共済組合等と恩給の給付
第11章　年金相談先一覧
（付録１）年金記録問題と特例措置

（付録２）被用者年金一元化による主な改正点と
経過措置

（付録３）受給資格期間の短縮について
（付録４）「年金制度機能強化法」による主な改
正点

掲 

載 

内 

容

年金相談の手引（令和５年度版）�

A5判・912頁／定価：本体�4,800円＋税10％（税込5,280円）

好評発売中

●�厚生年金保険・国民年金の受給要件・諸手続を図解や記載例等を用い、法令に基づきわかりやすく解説した年金実務書の決定版。昭和
48年の初版以来、年金実務に携わる方の手引書として、信頼と実績を得ています。
●�年金記録問題と特例措置、被用者年金一元化法、年金機能強化法、持続可能性向上法等に対応しています。

商品No.320622

FOCUS!  年金改正―繰上げ受給と繰下げ受給（令和５年度版）�

A4判・12頁／定価：本体�180円＋税10％（税込198円）

好評発売中

繰下げ受給が75歳までできるようになりました

繰上げ受給を選ぶ場合の減額率が緩和されました

70歳を過ぎて年金請求をしても、5年前に繰下げ請求したと
みなして年金を増額するしくみが設けられます

繰上げ受給と繰下げ受給

●�令和４年４月実施の繰下げ受給の上限年齢の引き上げ、繰上げ減額率の引き下げなどについて、今後のライフプランを考
えるうえでどのような選択肢が可能になるのか、注意点を含め具体的な事例を用いてわかりやすく説明します。令和５年
４月実施の70歳以降に請求した場合の繰下げ制度にも触れております。

商品No.320631

FOCUS!  年金改正―社会保険の適用拡大（令和４年度版）�

A4判・８頁／定価：本体�100円＋税10％（税込110円）

好評発売中社会保険の適用拡大

従業員数101人以上の企業に勤める短時間労働者が対象に
なります

勤務期間が２ヵ月を超える短時間労働者が対象になります

従業員数51人以上の企業に勤める短時間労働者が対象に
なります

※「短時間労働者」とは、パート・アルバイトの方や配偶者の扶養の範囲でお勤めの方です。

●�令和４年10月実施の短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大について、事業主・従業員双方にとってのメ
リットや、個人目線では国民年金第１号や第３号のままと厚生年金に加入した場合の税金や将来の年金額の違い、健康保
険における被扶養者と被保険者の給付の違いなどをわかりやすく説明します。可能な範囲で事業主の手続面にも触れます。



　毎年ご好評をいただいております標記ダイアリー2024年版をご案内いたします。
　年末配布資料として、また、総務・社会保険担当者の手帳・スケジュール帳としてご活用いただけます。
（2024年1月始まり）＊８月下旬発刊　＊2024年度のカバーの色はアイボリーです。

『ダイアリー 2024』のご案内

　月間予定欄・週間日記欄のほか、健康保険や厚生年金等の社会保険制度、健康づくり、生活・ビジネス情報を
掲載したタイプ

　記入欄が大きく、巻末に社会保険制度のしくみをわかりやすく解説した大型タイプ

商品No.520132

商品No.520332

ダイアリー2024　A５判
232頁／定価：本体 900円＋税10％（税込990円）� カバーつき

ダイアリー2024　B５判・大型タイプ
160頁／定価：本体 1,000円＋税10％（税込1,100円）� カバーつき
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便覧もくじ 社会保険

社会保険制度一覧……………………………………… 2
事業主等が行う主な事務手続一覧…………………… 4
健康保険・厚生年金保険の被保険者………………… 6
健康保険・厚生年金保険の標準報酬月額…………… 6
健康保険・厚生年金保険の標準賞与額……………… 8
健康保険・厚生年金保険の保険料…………………… 8
育児休業等・産休期間中の保険料…………………… 8
健康保険の被扶養者…………………………………… 9
健康保険の給付…………………………………………10
健保法第３条第２項の規定による被保険者…………16（日々雇い入れられる労働者）
退職者医療………………………………………………17
後期高齢者医療など……………………………………17
介護保険のしくみ………………………………………18
年金制度のしくみ………………………………………19
公務員・私学教職員期間がある場合…………………24
年金額の改定方法………………………………………24
老齢給付…………………………………………………25
厚生年金基金の給付……………………………………36
障害給付…………………………………………………37
遺族給付…………………………………………………41
年金の請求………………………………………………44
年金受給者の主な届出一覧……………………………45
年金と税金………………………………………………46
労働保険（雇用保険・労災保険）……………………47
税金・保険料・年金カレンダー………………………49

健康診断の知識…………………………………………51
生活習慣病を防ぐ知識…………………………………53

中央官庁・都道府県庁等電話番号……………………55
日本年金機構・年金事務所電話番号一覧……………56
街角の年金相談センター………………………………59
全国健康保険協会本部・支部一覧……………………60
印紙税額一覧表抜粋……………………………………61
郵便料金一覧……………………………………………64
書簡のことば……………………………………………65

健康づくり

附／生活便覧

（注）　社会保険制度のしくみについては，原則として
令和５年８月１日現在の情報に基づき，令和６年１
月１日現在の内容で作成しています（年金額は令和
５年４月からの価格です）。
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健康保険（協会管掌） 年金事務所※

厚生年金保険

健康保険組合

厚生年金基金

健康保険（組合管掌）
厚生年金保険

健康保険（組合管掌）
厚生年金保険
厚生年金基金
※事務センターへの郵送も可能。

手続先＝年金事務所※ 〈事業所の区分〉 〈窓口事務〉

健康保険組合，厚生年金基金の設立事業所では，
年金事務所等のほかにもそれぞれその保険者に手
続をする。

＊印の申請書は全国健康保険協会都道
府県支部，◇印の届書は事務センター

☆印のケースでは，個人番号と基礎年金番号が紐付いている人は，届出を省略できる。
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項目 ケース 届・申請書〔主な添付書類〕 提出期限〔提出者〕 項目 ケース 届・申請書〔主な添付書類〕 提出期限〔提出者〕

従業員を採用したとき
被保険者資格取得届／厚生年金保険
70歳以上被用者該当届
〔被扶養者（異動）届（被扶養者がい
る人）〕

５日以内
〔事業主〕

事業所が強制適用をうける
とき

新規適用届，被保険者資格取得届（全
員について）

５日以内
〔事業主〕

事業所が任意適用をうけよ
うとするとき

新規適用届，任意適用申請書〔被保険
者となるべき人の半数以上の同意
書〕，認可の通知があったときは被保
険者資格取得届

そのつど
〔事業主〕

被保険者が退職または死亡
したとき

被保険者資格喪失届／厚生年金保険
70歳以上被用者不該当届
〔健康保険被保険者証など〕

５日以内
〔事業主〕

被保険者が後期高齢者医療
の被保険者になったとき

健康保険被保険者資格喪失届
〔健康保険被保険者証など〕

５日以内
〔事業主〕

任意適用事業所が脱退する
場合

任意適用取消申請書〔適用事業所全喪
届，被保険者の４分の３以上の同意
書〕，認可の通知があったときは被保
険者資格喪失届〔健康保険被保険者証
など〕

そのつど
〔事業主〕

資格喪失後個人で加入を続
けるとき

健康保険任意継続被保険者資格取得申
出書＊，厚生年金保険高齢任意加入被
保険者資格取得申出・申請書〔厚生年
金保険の場合は基礎年金番号通知書な
ど〕

20日以内，高齢任意加入
は期限なし
〔被保険者であった人〕

定時決定のとき ７月１日～７月10日
〔事業主〕

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

被保険者報酬月額算定基礎届／厚生年
金保険70歳以上被用者算定基礎届

被保険者報酬月額変更届／厚生年金保
険70歳以上被用者月額変更届

被保険者賞与支払届／厚生年金保険
70歳以上被用者賞与支払届

育児休業等（産前産後休業）終了時報
酬月額変更届／厚生年金保険70歳以
上被用者育児休業等（産前産後休業）
終了時報酬月額相当額変更届

被保険者が70歳になったとき
厚生年金保険被保険者資格喪失届／厚
生年金保険70歳以上被用者該当届（70
歳到達届）

５日以内
〔事業主〕

随時改定のとき すみやかに
〔事業主〕

育児休業等（産前産後休業）
終了時改定のとき

賞与を支給したとき ５日以内
〔事業主〕

被扶養者に異動があったと
き，被扶養者が国民年金の
第３号被保険者に該当した
とき等

健康保険被扶養者（異動）届／国民年
金第３号被保険者関係届
〔健康保険被保険者証など〕

５日以内
〔被保険者（事業主経由）〕

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

被保険者の氏名が変わった
とき☆

被保険者氏名変更届
〔健康保険被保険者証など〕

すみやかに
〔事業主〕

被保険者の住所が変わった
とき☆

被保険者住所変更届（国民年金第３号
被保険者住所変更届）

すみやかに
〔事業主〕

介護保険の第２号被保険者
とならないとき等

介護保険適用除外等該当（非該当）届
〔住民票の除票,外国人登録証明書･雇用
契約書,適用除外施設入所･入院証明書〕

健康保険被保険者証滅失・き損再交付
申請書＊，基礎年金番号通知書再交付
申請書（令和４年４月から年金手帳の
基礎年金番号通知書への切り替えによ
り，年金手帳紛失等の場合もこの申請
書による）
〔添えられるときはき損したもの〕

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

被保険者が２つ以上の事業
所に勤務するようになった
とき

被保険者所属選択・二以上事業所勤務
届◇〔厚生年金保険70歳以上被用者
所属選択・二以上事業所勤務届〕

10日以内
〔被保険者〕

被保険者が服役（出所）し
た場合 健康保険法第118条第１項該当（不該当）届 ５日以内〔事業主〕

事業主（の住所・氏名），
事業所電話番号が変わった
とき

事業所関係変更（訂正）届 ５日以内
〔事業主〕

事業所の名称・所在地が変
わったとき

適用事業所名称／所在地変更（訂正）届
〔資格喪失届の提出が必要となる場合
は健康保険被保険者証など〕

５日以内
〔事業主〕

届書に訂正事項があるとき
各種届書訂正届（該当の届書を使用）
〔氏名･生年月日･資格取得年月日を訂
正するときは被保険者証や基礎年金番
号通知書（年金手帳）〕

すみやかに
〔事業主〕

被保険者が育児休業等（産
前産後休業）を取得したと
き（休業等終了予定日に変
更があったとき）

被保険者証または基礎年金
番号通知書（年金手帳）を
なくしたり，破ってしまっ
たとき

すみやかに
〔被保険者（事業主経由）〕

基礎年金番号重複取消届
〔すべての基礎年金番号通知書，基礎
年金番号記載の年金手帳〕

複数の基礎年金番号をもっ
ているとき

育児休業等（産前産後休業）取得者申
出書／（変更）終了届

すみやかに
〔事業主〕

事業主代理人が選任・解任
されたとき 事業所関係変更届 そのつど

〔事業主〕

引き続き同一事
業所に同一の報
酬で使用される
場合は届は不要（ ）

●事業主等が行う主な事務手続一覧

https://www.shaho.co.jp
〒101 ― 8522 東京都千代田区内神田2 ― 15 ― 9　The Kanda 282
TEL. 03 ― 3252 ― 7901／ FAX. 03 ― 3252 ― 7975

〒542 ― 0012 大阪市中央区谷町9 ― 1 ― 18　アクセス谷町ビル
TEL. 06 ― 6765 ― 7836／ FAX. 06 ― 6765 ― 8334

〒461 ― 0001 名古屋市東区泉1 ― 13 ― 36　パークサイド1336ビル
TEL. 052 ― 951 ― 0261／ FAX. 052 ― 951 ― 5165

〒730 ― 0012 広島市中区上八丁堀5 ― 15　新沢ビル
TEL. 082 ― 223 ― 2707／ FAX. 082 ― 223 ― 2728
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